






































様式１

申 込 書
令和  年  月  日

札幌市長 様

法人・団体名    

住 所

代 表 者 名           印

公の施設に係る指定管理者の募集について、下記のとおり申し込みます。

記

１．施設の名称及び所在地

施設の名称

施設の所在地

２．提出書類

□ 法人登記簿の謄本（法人）

□ 団体の規約及び構成員名簿（法人格の無い団体）

□ 代表者の「身分証明書」(法人格の無い団体) 
□ 代表者の「登記されていないことの証明書」(法人格の無い団体) 
□ 申込資格に係る申立書（様式２）

□ 札幌市税の納税証明書（指名願用で、募集要項の配布開始日以降に交付されたもの）

又は札幌市税の納税義務がない旨を記載した申立書（様式２）

□ 法人税、消費税及び地方消費税の納税証明書（募集要項の配布開始日以降に交付さ

れたもの）又は法人税、消費税及び地方消費税の納税義務がない旨を記載した申立書

（様式２）

□ 暴力団排除に関する誓約書兼役員等名簿（様式２－１）

□ 管理業務の計画書（様式３） 

□ 運営事業計画書（様式４） 

□ 管理に係る収支計画書（様式５） 

□ 団体の前三事業年度の収支（損益）計算書又はこれらに相当する書類 

□ 団体の前三事業年度の貸借対照表及び財産目録又はこれらに相当する書類 

□ 団体の現事業年度若しくは翌事業年度の収支予算書又はこれらに相当する書類 

□ 団体の財務指標を説明する書類（様式６）又は申立書 

□ 団体の定款若しくは寄附行為又はこれらに相当する書類 

□ 団体の事業報告書又はこれらに相当する書類 

□ 団体の役員名簿及び組織に関する事項について記載した書類又はこれらに相当す

る書類 

□ ワーク・ライフ・バランスの推進にかかる取組（様式７） 

□ 自主事業の実施計画書（※必要な場合） 

□ その他 

※ 提出書類にレ点を記入すること。

３．担当者連絡先

(ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ：                         ) 



様式１－２

グループ応募構成書

令和  年  月  日

札幌市長 様

申請施設名

・代表団体

       法人・団体名              

       住 所

       代 表 者 名           印

       連絡先電話番号：          担当者         

・構成団体

       法人・団体名              

       住 所

       代 表 者 名           印

       連絡先電話番号：          担当者         

・構成団体

       法人・団体名              

       住 所

       代 表 者 名           印

       連絡先電話番号：          担当者         

・構成団体

       法人・団体名              

       住 所

       代 表 者 名           印

       連絡先電話番号：          担当者         

  ※ 記載欄が足りない場合は、様式を追加して記載してください。



年　　月　　日

札 幌 市 長 様

申請者

　　印

様式２－１

　　申請者及び申請者の役員等は、下記のことを誓約します。
　　なお、本誓約書の内容及び役員等名簿について、札幌市が北海道警察本部に照会することを承諾します。

(1)「暴力団員が実質的に経営を支配する事業者」
　○個人又は役員等が、暴力団員である事業者
　○個人又は役員等が、暴力団員がその経営に実質的に関与している事業者

(2)「その他暴力団又は暴力団員と密接な関係を有する事業者」
　○個人又は役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正な利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をもって、
　　暴力団員を利用するなどしている事業者
　○個人又は役員等が、暴力団員に対して資金等を供給し、又は便宜を供与するなど直接的あるいは積極的に暴力団の維持、
　　運営に協力し、若しくは関与している事業者
　○個人又は役員等が、暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有している事業者
　○個人又は役員等が、暴力団であることを知りながら、これを不当に利用するなどしている事業者

【備考】
「暴力団関係事業者」とは、暴力団員が「実質的に経営を支配する事業者」、「その他暴力団又は暴力団員と密接な関係を有する事業者」を
いう。

　３　申請者が、次のいずれかに該当した場合には、本指定管理者の申請を取り下げます。
　　(1) 法律第２条第２号に規定されている暴力団であった場合
　　(2) 条例第７条第１項に規定されている暴力団関係事業者であった場合

１ 申請者は、暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年５月15日号外法第77条。以下
「法律」という）第２条第２号に規定されている暴力団ではありません。

　代表者名

暴力団排除に関する誓約書兼役員等名簿

　４　申請者が、指定を受けた後に、３の(1)、(2)のいずれかに該当した場合には、本指定の辞退を行います。

２ 申請者は札幌市暴力団の排除の推進に関する条例（平成25年２月26日条例第６条。以下「条例」とい
う）第７条第１項に規定されている暴力団関係事業者ではありません。

　５　３又は４に該当する場合、貴市に対して異議を申し立てず、かつ、損害賠償を求めません。

記

　所在地

　名　称



性別

役員等名簿（代表者についても記入してください。）

（フリガナ）

申請者（法人）名

生年月日

（　　　　　　　　）

（　　　　　　　　）

役職名氏　　　名

（　　　　　　　　）

　1　　外国人で日本名もある場合は、各々一列に入力すること。
　2　　アルファベット氏名は、アルファベットとカタカナとを併記すること。

（　　　　　　　　）

〒　　　　－

※ 記入上の留意点

（　　　　　　　　）

（　　　　　　　　）

〒　　　　－

（　　　　　　　　）

（　　　　　　　　）

（　　　　　　　　）

（　　　　　　　　）

（　　　　　　　　）

（　　　　　　　　）

　　　　２　複数の団体により構成されたグループ（共同企業体等の連合体）により、指定管理者の申請を行う場合は、
　　　　団体ごとに本様式を記載してください。

【備考】１　当該法人の役員（業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者をいい、相談役、顧問その他いか
　　　　なる名称を有する者であるかを問わず、法人に対し業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者と
　　　　同等の支配力を有するものと認められる者を含む）について記入してください。

（　　　　　　　　）

〒　　　　－

住　所

〒　　　　－

〒　　　　－

〒　　　　－

〒　　　　－

〒　　　　－

〒　　　　－

〒　　　　－

〒　　　　－

〒　　　　－

〒　　　　－



様式２

申込資格に係る申立書

令和  年  月  日

 札幌市長 様

法人・団体名               

住 所

代 表 者 名              印

 札幌市        センターの指定管理者の募集に係る申込資格について、下記の

とおり申し立てます。

記

□ 申込資格２（２）ウに該当しない。

□ 申込資格２（２）エに該当しない。

□ 申込資格２（２）オに該当しない。

□ 申込資格２（２）カに該当しない。

□ 申込資格２（２）キに該当しない。

□ 申込資格２（２）クに該当しない。

□  申込資格２（２）ケの徴収猶予又は納税の猶予を受けている場合、猶予を受けてい

ない税目を滞納していない。

□ 申込資格２（２）サに該当しない。

□ 札幌市税の納税義務がない。

□ 法人税の納税義務がない。

□ 消費税及び地方消費税の納税義務がない。

※ 該当する項目にレ点を記入すること。



様式３  

管理業務の計画書 

施設名    

法人・団体名    

１ 利用の公平・公正の確保について 

 公の施設である当施設利用の公平・公正の確保に対する方針と、その取組項目（講座・貸

室・ロビー・掲示板など）について、具体的にご記入ください。

２ 施設の効用の最大化について

１ 地域住民のコミュニティ活動助長と生涯学習の普及振興を目的とする当施設をどのよう

に管理運営していく方針ですか。その基本方針をご記入ください。



２ 施設の利用を促進するための方針及び利用率向上に関する取組について、具体的にご記

入ください。 

３ 運営事業計画について、ご記入ください。 

  別添「運営事業計画書」（様式４の１、４の２及び４の３）に具体的にご記入ください。

４ 施設の運営に当たり、まちづくりセンター、まちづくり協議会や町内会などの地域の団

体、他団体、他の施設の指定管理者などとの連携をどのように行い、どのような成果を目

標としますか。具体的にご記入ください。



５ 区内または市内の団体・企業であること等に対する評価を行いますので、以下の項目に

ついてご記入ください。

（１）区内または市内に本拠地、本部、本社がある団体・企業ですか。

（□：該当（区内）、□：該当（市内）、□：非該当）

※ 支部、支社、営業所は非該当になります。

（２）団体を構成する組織に地域住民団体が入っていますか。 （□：該当、□：非該当）

  ※ 「地域住民団体」とは：町内会、子ども会、老人クラブなど、地域住民による地域

活動を目的として構成された団体をいいます。

  ※ 団体の組織図を添付してください。

（３）市内の地域活動への継続した貢献実績がありますか。 （□：該当、□：非該当）

  ※ 貢献実績をご記入ください。（例：地域のイベントへの参加、協力、寄附など）

６ 施設の設置目的である「地域住民のコミュニティ活動の助長」を効果的に発揮するため、

施設の運営を通じて、「まちづくり活動への参加意欲の醸成」または「まちづくり活動の担

い手の育成」にどのように貢献することができますか。具体的にご記入ください。



７ 「地域社会の絆の強化」について、施設の運営を通じてどのように貢献することができ

ますか。具体的にご記入ください（例：地域とのネットワークづくりや、災害時における

避難所運営に向けた対応など）。

８ 運営協議会設置の方針(運営に当たっての基本的な考え方、想定する参加者、運営の

サイクル等)を具体的にご記入ください。

９ 地域住民（利用者）の声の把握とその声を反映する仕組みについて、どのような体制を

考えていますか。具体的にご記入ください。※その場合のセルフモニタリングの実施方法

と利用者アンケートにおける利用者満足度の目標値を示してください。



10 利用者から寄せられた苦情に対し、どのように対応されるつもりですか。対応方法、責

任体制、市への報告など、具体的にご記入ください。 

11 市税を投入して建設・運営する施設の管理者として、利用料金から得られる利益の一部

を市民に還元するとするならば、どのようなことができますか。具体的にご記入ください。

３ 市内の雇用安定への寄与について

１ 管理業務を行うに当たり、第三者への委託、物品の調達等について、札幌市内の企業等

の活用計画をご記入ください。



２ 管理業務を行うに当たり、職員の雇用、再委託、物品の調達等について、障がい者の積

極的な雇用など福祉施策への取組方針・今後の取組予定をご記入ください。

３ 職員の雇用環境の維持向上に向けた取組の基本的な考え方、取組内容をご記入くだ

さい。特に、労働関係法令遵守に向けた対応やワーク・ライフ・バランスの推進など、

職員の雇用環境等を向上させることで市民サービスの向上等に結び付く具体的な取組

があれば積極的にアピールしてください。なお、ワーク・ライフ・バランスの推進の

取組については、様式７にある取組を実施する場合は、該当する取組に○を付けてく

ださい。



４ 安定した施設管理について 

１ 類似業務（貸室事業、住民を対象とした講座事業、文化展・スポーツ大会等のコミュニ

ティ事業）の実績がある場合、その内容と実施期間についてご記入ください。実績がない

場合には「該当なし」とご記入ください。 

※ 類似業務とは、次の３事業をいいます。 

・貸室事業：収容人数 100人以上のホール及び定員 10名以上の貸室が対象 

・住民を対象とした講座事業：年間で５科目・20回以上の講座が対象 

・住民を対象とした文化展、スポーツ大会等のコミュニティ事業：年間２回以上の事業が対象 

施設名及び所在地 事業又は活動の内容 実施期間

 ※「類似の業務（官公庁から委託を受けた事業等）の活動実績に関する書類」があれば、

添付してください。

２ 当施設における組織体制（職位、職種、人数）について具体的に図解してください。ま

た、上部組織等（連合体を含む。）がある場合は、上部組織等における当施設の組織の位置

について別に図解してください。



３ 職員の配置計画、勤務形態について具体的にご記入ください。

職員配置の場所 曜日等 職員配置の時間帯 常勤職員 パート職員 その他

事務室 月～金 ～

土 ～

日 ～

祝日 ～

図書室 月～金 ～

土 ～

日 ～

祝日 ～

(1) 常勤職員
担当する業務 人数 勤務条件

※常勤職員とは、概ね１日８時間、週 40時間程度勤務する年間を通して働く職員を言います。

(2) パート職員
担当する業務 人数 勤務条件

※ここでのパート職員とは、常勤職員より勤務時間が短く、年間を通して働く職員を言います。

(3) その他の職員
担当する業務 人数 勤務条件

※ここでのその他の職員とは、上記の常勤職員及びパート職員以外の短期雇用の職員を言います。 

※ 勤務条件欄には「労働契約の期間」「始業及び終業の時刻」「所定労働時間を超える労働

の有無」「休憩時間」「休日」「休暇」「賃金の決定、計算及び支払の方法」「退職」「社会

保険等の加入状況」をご記入ください。 

※ 労働関係法令の遵守は必須となります。 

※ なお、非正規職員から正規職員への転換に向けた職員雇用方針とその取組があれば、

その他の欄に記載し積極的にアピールしてください。 



勤務条件の内容

職  種 常勤職員、パート職員、その他の職員

契 約 期 間

期間の定めなし、期間の定めあり（ 年 月 日～ 年 月 日）

※以下は、「契約期間」について「期間の定めあり」とした場合に記入

１ 契約の更新の有無

〔自動的に更新する・更新する場合があり得る・契約の更新はしない・その

他（    ）〕

２ 契約の更新は次により判断する

 ・契約期間満了時の業務量   ・勤務成績・態度   ・能力

 ・従事している業務の進捗状況   ・その他（        ）

従 事 す

る 業 務

の 内 容

始業・終業

の時刻
始業   時   分 ～ 終業   時   分   

休憩時間  休憩時間（  ）分                     

所定時間外

労働の有無
 所定時間外労働の有無（ 有 ， 無 ）           

休   日
・定例日；毎週（  ）曜日、国民の祝日、その他（         ）

・非定例日；週・月当たり（  ）日、その他（          ） 

休   暇

１ 年次有給休暇 雇入れの日から６か月継続勤務した場合→（   ）日

         雇入れの日継続勤務６か月以内の年次有給休暇（有,無）
         →（  ）か月経過で（  ）日 

２ 代替休暇（有・無）            

３ その他の休暇 有給（          ）         

無給（          ）

賃   金

１ 基本給 イ 月給（     円）、

ロ 日給（     円）

       ハ 時間給（    円）

二 出来高給（基本単価   円、保障給  円）

ホ その他（     円）

へ 就業規則に規定されている賃金等級等

２ 諸手当及び賞与の額及び計算方法

イ（  手当    円 ／計算方法：           ）

ロ（  手当    円 ／計算方法：           ）

ハ（  手当    円 ／計算方法：           ）

３ 所定時間外、休日又は深夜労働に対して支払われる割増賃金率  

  イ 所定時間外 法定超 月 60時間以内（  ）％、
月 60時間超 （  ）％

所定超（  ）％、    

  ロ 休日 法定休日（  ）％、法定外休日（  ）％、    

  ハ 深夜（  ）％                     

４ 賃金締切日  毎月 日

５ 賃金支払日  毎月 日

６ 賃金の支払方法



退   職

１ 定年制 （ 有 （  歳） ， 無 ） 

２ 継続雇用制度（ 有（  歳まで） ， 無 ）          

３ 自己都合退職の手続（退職日の（  ）日以上前に届け出ること）  

４ 解雇の事由及び手続

そ の 他

・社会保険の加入状況（ 健康保険 厚生年金保険 厚生年金基金

        その他（    ））          

・雇用保険の適用（ 有 ， 無 ）               

・その他    

４ 職員の採用計画について具体的にご記入ください。

５ 職員の人材育成及び研修計画について具体的にご記入ください（ただし、業務仕様書に

おいて研修が義務づけられているものを除く。）。



６ 防災業務の実施方針、防災業務の役割分担、防災訓練の予定、事故等への対応方法、消

防法への対応の内容について年度別の実施方法を含めて具体的にご記入ください。

７ 当施設の運営に当たり、札幌市の「環境方針」（募集要項資料 17）に基づく環境保全行

動への取組について、計画があればご記入ください。



８ 管理業務の仕様書に示す「施設、設備等の維持に関する管理」業務の具体的な実施要領

（第三者への委託を含む）、年度別の実施計画を示してください。 

  特に、安全性や市民サービスの向上、管理運営経費の節減に結びつく工夫の内容につい

て、積極的にアピールしてください。 

※記載欄が足りない場合は、枠の大きさを任意に調整又は別紙として添付してください。



様式４の１

１　区民講座について
①募集対象

②募集人員

③１人当参加費 参加費 その他 講師謝金 その他

運営事業計画書（令和　　年度）

総時間数目的、内容、期待される効果など事業名 収入 支出
総経費

事業予算額
回数



様式４の２

２ 地域住民の交流等を目的とした事業について

①募集対象

②募集人員

③１人当参加費 参加費 その他 講師謝金 その他

運営事業計画書（令和　　年度）

事業名 目的、内容、期待される効果など 総時間数
事業予算額

総経費
収入 支出回数



様式４の３

３　地域の憩いの場づくり施設活用事業（無料）について

事業名 目的、内容、期待される効果など 回数 総時間数

※令和５～９年度の計画を各年度ごとにご記入ください。
※各事業については、管理業務仕様書「３　事業の計画及び実施に関する業務」を参照してください。
※表の枠が不足する場合は、ページを追加してご記入ください。

運営事業計画書（令和　　年度）

その他



様式５ 

管 理 に 係 る 収 支 計 画 書 

法人・団体名 

1. 収支計画に関する基本方針 

 指定期間中の収支について、基本的な考え方、収入増加及び経費節減への具体的な取組について

具体的に示してください。 

2. 指定期間中の収支計画 

 様式 5－1、5－2、5－3、5－4、5－5のとおり 

3. 自主事業による利益の取扱について 

 自主事業により大幅な利益が発生した場合の取扱について、利益の額の算定及び還元の方法につ

いて提案してください。 



法人・団体名

（単位：千円）

0

0

0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

人件費 0 0

物件費 0 0

人件費 0 0

物件費 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0

※　税込みで記載してください。
※　「その他収入」については、「説明等」の欄に当該収入に係る事業名を明記してください。
※　「法人税等」には、法人税、住民税、事業税等の支払見込額を記載してください。
※　令和５年度以降の収支に変化が生じる見込みの場合には、説明等欄にその考え方を示して下さい。

指定管理
業務

0

自主事業
指定管理
業務

自主事業

0

0

00 0

事業費

管理に係る収支計画書(様式5-1　指定期間全体)

令和８年度

説明等

計

指定管理
業務

自主事業 自主事業

令和７年度

指定管理
業務

指定管理
業務

自主事業

収入計

その他収入

利用料金収入

指定管理費

支出計

利
益
等

令和５年度 令和６年度

管理費

法人税等

科目

支
出

収
入

利益還元

0当期純利益

収支

令和９年度

指定管理
業務

自主事業



法人・団体名

管理費 事業費 小計 ○○事業 ○○事業 小計

指定管理費 0

利用料金収入 0

その他収入 0 0

収入計 0 0 0 0

人件費 0 0 0

旅費・交通費 0 0 0

光熱水費 0 0 0

通信運搬費 0 0 0

租税公課 0 0 0

広告宣伝費 0 0 0

保険料 0 0 0

賃借料 0 0 0

修繕費 0 0 0

消耗品費 0 0 0

備品費 0 0 0

印刷製本費 0 0 0

諸謝金 0 0 0

委託費 0 0 0

支払手数料 0 0 0

行政財産目的外使用料 0 0 0

その他（　　） 0 0 0

支出計 0 0 0 0 0 0 0

収支 0 0 0 0 0

利益還元 0 0

法人税等

当期純利益 0

※　それぞれの項欄について、必要に応じて小区分を設定しても構いません。　　　　
※　行が足りない場合は、適宜追加してください。　　　
※　税込みで記載してください（以下、様式5-３から5-５まで同じ）。
※　「利益還元」の項には、利益のうち還元額を記載してください。
※　様式5-3から5-5までにより積算内容を記載してください。

管理に係る収支計画書(様式5-2　令和　　年度)

自主事業

収
入

科目
指定管理業務

0

利
益
等

計

支
出



1.利用料金収入
単位：千円

区分 単位
利用料金
(単価)

利用回数
（見込み）

収入額
（見込み）

算出根拠等
（料金設定、利用回数設定についての考え方等）

午前
午後
夜間
全日
計 0 0
午前
午後
夜間
全日
計 0 0
午前
午後
夜間
全日
計 0 0
午前
午後
夜間
全日
計 0 0
午前
午後
夜間
全日
計 0 0

0

収支計画書の積算根拠（収入）（様式5-３）

※　行が足りない場合は、適宜追加してください。
※　税込で記載してください。

○○室

合計

○○室

○○室

○○室

○○室



2.その他の収入
単位：千円

項目
収入額
（見込み）

摘要

0

0

0

指定管理
業務

指定管理業務収入計

事業名

※　自主事業において札幌市その他の機関や団体からの補助金の交付を受ける予定がある場合には、「摘要」欄
に補助金の交付元名、補助事業名、補助率等を簡潔に記載してください。

自主事業

自主事業収入計

※　項目毎に、事業単位で記載してください。
※　行が足りない場合は、適宜追加してください。

合計



1　指定管理業務 単位：千円

管理費 事業費 管理費 事業費 管理費 事業費 管理費 事業費

計 0 0 0 0 0 0 0 0 0
最低時給額

※
※

※
※
※

※　最低時給額欄（太枠）には記入した全ての時給額のうち最も低い時給額を記入してください。
※

収支計画書の積算根拠（支出・人件費）（様式5-４）

配置部署 職種 雇用形態 配置人数
給料手当 臨時雇賃金 福利厚生費 法定福利費 月給

（最低
単位：円）

時給
（最低
単位：円）

備考

　給与が月給払いの場合についても、時給換算額を必ず入力してください。

　行が足りない場合は、適宜追加してください。
　「雇用形態」欄は、以下の基準により区分した形態を記載してください。
　・正規職員：雇用期間の定めのない者のうち、パートタイム労働者などを除いた、いわゆる正社(職)員
　・パート、アルバイト：正社員より１日の所定労働時間が短いか、１週の所定労働日数が少ない労働者で、雇用期間が１か月を超えるか、又は定めがない職員
　・契約職員：特定職種に従事し、雇用期間を定めて契約する職員(「パート、アルバイト」に属する職員を除く)
　・嘱託職員：団体の定年退職者等を一定期間再雇用する目的で契約し、雇用する職員
　・その他：上記以外の職員（他団体から出向・派遣等されている職員等）。なお、雇用形態による判別が困難である場合には「その他」に分類してください。

　管理費・事業費双方に該当する場合には、業務の従事割合に応じて按分した額をそれぞれに記載してください。
　配置部署において指定管理業務を担当している場合、「備考」欄に当該事業名を記載してください。

　時給（最低）欄には、当該行で記載された職員の１時間当たりの給与（賃金）のうち、最低の額を記載してください。
　１時間あたりの賃金は、厚生労働省が示す「最低賃金額以上かどうかを確認する方法」に基づき算出された１時間あたりの賃金とします。



2　自主事業 単位：千円

管理費 事業費 管理費 事業費 管理費 事業費 管理費 事業費

計 0 0 0 0 0 0 0 0 0
最低時給額

※
※

※
※
※

※　最低時給額欄（太枠）には記入した全ての時給額のうち最も低い時給額を記入してください。
※

　配置部署において指定管理業務を担当している場合、「備考」欄に当該事業名を記載してください。

　給与が月給払いの場合についても、時給換算額を必ず入力してください。

時給
（最低
単位：円）

備考

　行が足りない場合は、適宜追加してください。
　「雇用形態」欄は、以下の基準により区分した形態を記載してください。
　・正規職員：雇用期間の定めのない者のうち、パートタイム労働者などを除いた、いわゆる正社(職)員
　・パート、アルバイト：正社員より１日の所定労働時間が短いか、１週の所定労働日数が少ない労働者で、雇用期間が１か月を超えるか、又は定めがない職員
　・契約職員：特定職種に従事し、雇用期間を定めて契約する職員(「パート、アルバイト」に属する職員を除く)
　・嘱託職員：団体の定年退職者等を一定期間再雇用する目的で契約し、雇用する職員
　・その他：上記以外の職員（他団体から出向・派遣等されている職員等）。なお、雇用形態による判別が困難である場合には「その他」に分類してください。

　時給（最低）欄には、当該行で記載された職員の１時間当たりの給与（賃金）のうち、最低の額を記載してください。
　１時間あたりの賃金は、厚生労働省が示す「最低賃金額以上かどうかを確認する方法」に基づき算出された１時間あたりの賃金とします。

臨時雇賃金 福利厚生費 法定福利費 月給
（最低
単位：円）

　管理費・事業費双方に該当する場合には、業務の従事割合に応じて按分した額をそれぞれに記載してください。

配置部署
給料手当

職種 雇用形態 配置人数



単位：千円

管理費 事業費

旅費・交通費

光熱水費

通信運搬費

租税公課

広告宣伝費

保険料

賃借料

修繕費

消耗品費

備品費

印刷製本費

諸謝金

委託費

支払手数料

行政財産目的外使用料

その他（　　）

計 0 0

※　「摘要」欄には支出見込額の算出根拠を記載してください。

支出額（見込み）
摘要

収支計算書の積算根拠（支出・物件費）（様式５－５）

科目

1　指定管理業務

※　行が足りない場合は、適宜追加してください。



単位：千円

管理費 事業費

旅費・交通費

光熱水費

通信運搬費

租税公課

広告宣伝費

保険料

賃借料

修繕費

消耗品費

備品費

印刷製本費

諸謝金

委託費

支払手数料

行政財産目的外使用料

その他（　　）

計 0 0

※　「摘要」欄には支出見込額の算出根拠を記載してください。
※　行が足りない場合は、適宜追加してください。

科目
支出額（見込み）

摘要

2　自主事業



法人・団体名

財務指標及び算定式
令和元
年度

令和２
年度

令和３
年度

説明等

１．売上高総利益率

売上総利益÷売上高×100
（％）

２．売上高営業利益率

営業利益÷売上高×100（％）

３．売上高経常利益率

経常利益÷売上高×100（％）

４．総資本回転率

売上高÷総資本　（回）

５．総資本経常利益率

売上高経常利益率×総資本
回転率

６．流動比率

流動資産÷流動負債×100
（％）

７．自己資本比率

自己資本÷総資本×100（％）

８．売上高有利子負債比率

有利子負債÷売上高×100
（％）

　　　売上高　→　（公益法人）経常収益、　（社会福祉法人）事業活動収入

　　　経常利益　→　（公益法人）当期経常増減額、　（社会福祉法人）経常収支差額

　　　総資本　→　資産

　　　自己資本　→　（公益法人）正味財産、　（社会福祉法人）純資産

財務指標説明書(様式6)

※各指標の変化に関する説明、同業他社と比較した客観的データ等に基づく財務の健全性に関するアピール等があ
れば、説明欄に記入してください。

※株式会社以外の団体については、それぞれの団体が準拠すべき会計基準等（公益法人会計基準、社会福祉法人
会計基準等）により読み替えて、上記の表の３から７までを記載してください（下記の例を参照）。



様式7

Ⅰ従業員の多様な働き方･生き方の選択を可能にする取組

１　従業員への配慮 取組項目

1 時間単位での有給休暇が取得できる

2 フレックスタイムによる勤務ができる

3 短時間勤務や始業・終業時刻の繰上げ・繰下げによる勤務ができる

4 テレワークなど在宅勤務ができる

5 法定どおり又はそれ以上の育児・介護休業が取得できる

6 妊娠期間中や子育て期間中に必要に応じて取得できる休暇や勤務時間の短縮制度がある

7 男性の育児休業や育児休暇の取得しやすい取組を行っている

8 家族の育児・介護が必要な従業員に手当などの経済的な支援制度がある

9 育児休業中も職場の情報提供や能力開発の機会があるなど、職場復帰しやすい取組を実施する

10 事業所内保育所を設置しているか、保育施設利用の補助がある

独自の取組がありましたら、具体的な取り組み内容を次に記載してください

11

２　制度を利用しやすい職場環境の整備 取組項目

1 制度を利用しやすい職場環境づくりのため、管理監督者に対する意識啓発を行う

2 従業員に休暇や保障などの制度に関する情報を積極的に提供している

3 従業員が働き方や制度に関する相談ができるサポート体制がある

4 （育児･介護休業法に基づき）職業家庭両立推進者を選任している（北海道労働局へ届出している）

独自の取組がありましたら、具体的な取り組み内容を次に記載してください

5

３　男女ともに働きやすい職場づくり 取組項目

1 人事配置、昇任、昇格は、性別ではなく、従業員それぞれの能力に応じて行う

2 結婚や出産が、昇任、昇格のうえで妨げにならないように配慮する

3 従業員からのヒアリングや自己申告制度により、勤務時間や勤務地などについて配慮している

4 セクシャル･ハラスメント、パワー・ハラスメント防止のため対策を行っている

5 仕事をするうえでの悩みやメンタルヘルスについて相談できる体制がある

6 職場環境の改善について、従業員の要望や意見を受け入れる体制がある

7 自己啓発やキャリア・アップ、スキル・アップのための学習の機会がある

8 従業員の地域活動への積極的な参加を支援・奨励し、活動に必要な休暇を取得できる

9 (男女雇用機会均等法）機会均等推進責任者を選任している（北海道労働局に届出している）

独自の取組がありましたら、具体的な取り組み内容を次に記載してください

10

ワーク・ライフ・バランスの推進にかかる取組

1/3



４　女性の活躍の推進 取組項目

1 女性の活躍推進に関する理念や方針を掲げ、社内外へ積極的に周知している

2 女性の採用や応募を促すための取組を行っている

3 過去５年間に新たに女性を配置した部署や職域がある

4 新たな職域に配置する際に教育訓練を行っている

5 モデルとなる女性を社内報などで紹介している

6 女性従業員間のネットワークづくりを推進している

7 固定的性別役割分担意識の解消に関する研修を実施している

独自の取組がありましたら、具体的な取り組み内容を次に記載してください

8

取組項目

1 さっぽろ市民子育て支援宣言を行っている

2 託児室・授乳コーナーなどの設置により子育てバリアフリーを推進する

3 自社の専門技術や知識を生かして地域活動に協力したり、社員が地域行事に参加する

4 事業所が、一般市民向けの地域貢献活動を行っている

5 小･中･高校などからの、見学や職業体験の希望などを受け入れている

独自の取組がありましたら、具体的な取り組み内容を次に記載してください

6

５　その他（従業員以外の）育児、介護、地域活動、職業能力の形成等を支える社会基盤整備への
貢献
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Ⅱ健康で豊かな生活のための時間の確保

１　長時間労働の抑制 取組項目

1 業務簡素化や要員配置の見直しなどを行い、業務処理体制を改善する

2 事業の繁閑に合わせた始業・終業時刻の繰上げ・繰下げによる勤務ができる

3 ノー残業デーを実施する

4 長時間労働をしている従業員の実態を把握し見直し検討をする

独自の取組がありましたら、具体的な取り組み内容を次に記載してください

5

２　休暇の取得促進 取組項目

1 ゴールデンウィーク、夏休み、年末年始等、連続休暇の取得を促進する

2 休暇計画の実行状況をチェックし、取得の進まない従業員には取得勧奨する

3 未取得の年次有給休暇を積み立てることができる

4 個人別及び職場全体の有給休暇取得カレンダーを作成・周知する

5 休暇取得の低調な職場の管理監督者へ通知及び取得勧奨する

6 管理監督者が率先して休暇を取得する

独自の取組がありましたら、具体的な取り組み内容を次に記載してください

7

3　業務体制の見直し 取組項目

1 業務体制の見直しにより、業務処理を効率化する

2 従業員の不在の間のバックアップ、業務引継ぎ体制を決めておく

3 休暇取得者の業務をカバーできるよう、従業員の多能化、情報の共有化を図る

独自の取組がありましたら、具体的な取り組み内容を次に記載してください

4

Ⅲ就労による経済的自立の促進

１　若年者やパート労働者等の就労に対する配慮 取組項目

1 就労形態にかかわらず、公正な処遇や能力開発機会が確保されている

2 インターンシップやトライアル雇用に協力する

3 採用にあたって職業経験にこだわることなく、人物本位に適性や能力を正当に評価する

4 意欲と能力に応じて、パート労働者等が正規雇用となる制度や取組がある

5 （パートタイム労働法に基づき）短時間雇用管理者を選任している（北海道労働局に届出している）

独自の取組がありましたら、具体的な取り組み内容を次に記載してください

6

3/3


